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とを誰も疑うことがなかったそれまでの経験に依存せず，新たな地平を切り拓くことが求
められているということなのである。
23）この閣議決定に先駆けて，「まち・ひと・しごと創生法」という法律を成立させている。
2014（平成26）年11月28日に公布と同時に施行されている（正確には，第2章「まち・
ひと・しごと創生総合戦略」（第8条）及び第3章「都道府県まち・ひと・しごと創生総
合戦略及び市町村まち・ひと・しごと創生総合戦略」（第9条・第10条），第4章「まち・
ひと・しごと創生本部」（第11～20条）は公布の日から1月を超えない範囲内で政令で定
めるとされていた部分であり，同年12月2日に施行されている）。なお，この法律は，附
則の2において，法施行後5年以内に，この法律の施行の状況について検討を加え，その
結果に基づいて必要な措置を講ずるものとする，とされている。
24）「地方創生推進交付金」と呼ばれるものであり，「まち・ひと・しごと創生交付金」とも
言われるが，2016（平成28）年4月20日の「地方創生推進交付金制度要綱」によれば，
地域再生法（第5条，第13条など）とまち・ひと・しごと創生法（第9条など）を根拠
にして，農林水産省，国土交通省，環境省とともに内閣府が定めたものである。これに接
した市町村からは「またか，如何ほどの成果が現れるのであろうか，やれやれ」等という
嘆息が聞こえてきそうな気配まで感じられるところである。
25）兼子仁「基礎自治体の広域連携について－地域自治を拡充する方策」（自治研究第90巻
第1号3～14頁）は，この「連携協約制度」の創設を盛り込んだ地方自治法の改正直前に
公表された論稿であることも含めて，基礎自治体たる市町村のなかでも特に小規模町村の
今後のあり方に関して幾つかの提言を行っている点がみられ，極めて示唆に富むものと言
えよう。たとえば，「共同責任体制」の確立や「職員体制の合同整備」，「地方共同税」の
展望，あるいは過疎，高齢化に直面している農山村の地域おこしに象徴されるような，協
働による「地域おこし」の可能性，さらには，東日本大震災を教訓とした危機管理的側面
に着目した広域連携のあり方等に言及している点は，今後の基礎自治体間の広域連携に新
たな地平を切り拓くものとして注目すべき主張ということもできよう。
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